
 

 

社会保障制度・相談窓口へのアクセスに関するアンケート結果報告書【概

要版】 

有効回答数：125件（空白行を除外）　／　作成日：2026年7月7日 

この調査について 

Social Change Agencyは、「社会保障を名実ともにセーフティネットにする」をビジョンに、誰もが必要

な制度を知り、安心して権利を行使できる社会の実現を目指している。社会保障制度は本来すべての人の

「権利」であるにもかかわらず、現状では、存在を知らない・理解が難しい・相談先がわからないといった情

報アクセスの壁によって、必要な支援にたどり着けない状況が生じている。 

本調査は、制度や相談窓口の利用経験のある方々の声を出発点に、制度アクセスを阻む構造的な課題と改

善の方向性を整理し、ひいては広報のあり方の見直しにつなげることを目的に実施した自由記述の分析で

ある。 

調査概要 

項目 内容 

実施方法 オンラインフォーム（Googleフォーム）による自由記述式アンケート 

実施期間 2026年3月4日〜5月1日（回答が寄せられた期間） 

有効回答数 125件（空白行を除外して集計） 

主な設問 
利用した制度・相談窓口、情報入手経路、調べやすさ・使いにくさ、相談時の不安、利用

を諦めた経験、必要なアクセス支援のアイデア 等 

分析方法 属性集計、情報源集計、自由記述のテーマ別分類（複数分類）、代表的な声の抽出 

留意点 
探索的な自由記述分析であり、母集団を代表する統計調査ではない。割合は傾向把握

のための参考値として扱う 

要点：課題は「情報量」ではなく「アクセス設計」 

制度アクセスの課題は、困りごとを制度に翻訳し、手順を示し、必要な窓口につなぎ、申請後も利

用を支える「アクセス設計」の不足にある。 

したがって改善の焦点は、制度情報の量を増やすことではなく、困りごと起点で必要な人・窓口につな

ぐ設計に置くべきである。 

 

•​ 多くの人は制度名や存在を知らず、自分の困りごとが制度の対象になるかを判断するのが難しい。 

•​ 申請主義は、病気・障害・心身の不調・介護・困窮などで余力が低下した人に、情報探索・読解・書類準

備・窓口交渉を求めている。 

•​ 公式情報は信頼できるが難解で分散している。非公式情報はわかりやすいが、正確性・更新性・地域差

に不安がある。 
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•​ 窓口・担当者の知識・説明・態度・プライバシー配慮が、制度への接続可能性を左右している。 

•​ オンライン・チャット・AIへの期待は高い。ただしAIで完結させず、公式情報・専門職・人による確認に

つなぐ設計が前提となる。 

•​ 制度利用は初回申請で終わらない。更新・変更・再申請・サービス選択・事業所探しなど、継続利用の課

題も大きい。 

 

アクセス課題の構造 

 課題の内容 制度アクセス上の意味 

認知の壁 制度の存在や相談可能性を知らない 
知らない制度は検索できず、利用の入口に

立てない 

探索の壁 
情報が分散し、公式情報が難しく、検索語もわ

からない 

情報が多すぎると、かえって正確な情報に

届きにくい 

判断の壁 
対象条件・必要書類・制度の優先順位が判断し

づらい 
制度を知っても申請に進めない 

相談の壁 
プライバシー不安・担当者差・否定された経験

や不安 
窓口に行くこと自体がアクセス障壁になる 

申請の壁 
平日昼間・紙・対面・証明書・診断書・本人来庁

が必要 
支援が必要な人ほど手続き負担が重い 

継続の壁 
更新・再申請・サービス選択・担当者変更があ

る 
利用開始後も判断と調整を迫られる 

主なアクセス課題（自由記述より） 

テーマ 該当数 構成比 

窓口・担当者差・対応品質 62 49.6% 

制度の認知不足・検索語の認知不足 51 40.8% 

情報分散・情報過多・公式情報の到達困難 41 32.8% 

オンライン・チャット・AI・好きな時間にできる相談 41 32.8% 

申請・書類・手続き負担 39 31.2% 

専門用語・文章の難解さ 33 26.4% 

医療機関・専門職からの案内不足 29 23.2% 

自分が対象かどうかの判断の困難 28 22.4% 

注：1回答に複数テーマを付与しているため、合計は回答数を超える。回答には大学授業を通じた若年層（利用経験の少ない層）と、

具体的な利用経験を持つ層が混在する。「認知不足」「教育機会の乏しさ」は若年層の構成を一定程度反映する一方、窓口差・申請負

担・継続利用の課題は、利用経験を持つ層でも繰り返し語られた構造的な課題である。 
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回答者の声（抜粋） 

「そもそも存在を知る機会が無い。プッシュ型でないので、取りにいかないと情報が取れない。」  ― 40代 

「どのサイトを見ても、『社会保障的なもの』の全体像を掴むことができず、しんどかった。」  ― 50代 

「窓口で担当する職員の違いにより、受けられる支援が変わってしまうのは困る。」  ― 40代 

「なるべく知られたくないことだったが、申請を通じてカミングアウトしなければならないことが苦しかった。」  

― 30代 

「チャット型なので、家で、声を出さずに相談できたため、助かりました。」  ― 10代 

「困りごとから逆引きすることによる制度案内があると分かりやすい。」  ― 40代 

 

まとめ 

制度アクセスを阻む要因は、単なる情報不足にとどまらない。利用者は、制度名を知らない段階から、自分

の困りごとを制度に結びつけ、正しい情報を探し、対象条件を判断し、窓口で説明し、必要書類を集め、申

請後も更新やサービス選択を続けなければならない。 

改善には、情報を「知らせる」だけでなく、生活上の困りごとを制度に翻訳し、相談先に接続し、申請を支援

し、利用後も伴走する仕組みが必要である。本概要版は全体版報告書の要点を抜粋したものであり、詳細

な分析・回答者の声・謝辞・掲載方針は全体版を参照されたい。 
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